
日合商の基本は『協調と連帯』
日合商は昭和 52（1977）年に合板・建材を扱う流通
業界の活性化と、関係官庁に意見書が提出できる組
織として発足した歴史ある組織であり、業界唯一の
国の認可団体です。その「会勢強化」は、業界の活
性化につながるものです。また、新規会員・賛助会
員の数が増えることで関係官庁への発言力も増し、
社会的な影響力も拡大していくものと考えています。

日合商 報
時

令和 8年 8月千葉豪雨並びに北陸豪雨により、
被災された皆様に、心よりお見舞い申し上げます。
被災地の一日も早い復旧と復興をお祈り申し上げます。

No. 7992026 年

Japan  Plywood  Wholesalers  Association e-mail：jpwa@oboe.ocn.ne.jp

https://www.nichigosho.net/発行所：日本合板商業組合　〒 101-0045 東京都千代田区神田鍛冶町 3-5-4　TEL 03（5256）9080
日合商HP

東京都江東区新木場 1-7-22　TEL：03-5534-3800

月9

2026 年度 
日合商第二回理事会並びに第一回合板需給懇談会 開催ご案内

日合商第二回理事会
　開催日時　2026 年 10 月 21 日（水）　13：30 ～ 14：30
　開催場所　LEVEL XXI(Twenty-One)  東京會舘 「スタールーム」
　議　　事
　　①	 2026 年度上期事業報告及び決算見込みの件
　　②	 第 48 回通常総会（総代会）の件
　　③	 会勢強化の件
　　④	 その他
　報告事項
　　①	 2026 年度要望（陳情）について

第一回合板需給懇談会
　開催日時　2026 年 10 月 21 日（水） 　14：45 ～ 16：45
　開催場所　LEVEL XXI(Twenty-One)  東京會舘 「スタールーム」
　議　　題
　　①	 林野庁の行政活動について
　　②	 国内合板の供給動向について
　　③	 国内各地の需要動向について
　　④	 その他（質疑応答）

懇親会
　開催日時　2026 年 10 月 21 日（水）　 17：00 ～ 18：30
　開催場所　LEVEL XXI(Twenty-One)  東京會舘 「スタールーム / 立食」

日合商支部・地区支部 活動スケジュール
日　程 支部・地区支部 内　容 会　場

10 月２日（金） 北関東・東関東・東京・神奈川 日合商 4支部合同懇親ゴルフ会 千葉カントリークラブ　野田コース

10 月 14 日（水）～ 15 日（木） 東関東 研修旅行 ・富山県高岡市㈱能作社長講演及び工場見学
・富山県南砺市　DAIKEN ㈱井波工場見学

11 月 28 日（土） 九州 懇親ゴルフ大会 福岡カンツリー倶楽部
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住団連　経営者の住宅景況感調査　令和 8 年度 第 2 回 報告より

令和 8 年 7 月度 　住宅景況感調査集計結果

調査時期
令和 8 年 7 月中旬

調査対象
住団連会員企業及び住団連会員団体の
会員企業の経営者

回答数
14 社

総戸数 持　家 分譲住宅 賃貸住宅 給与住宅

令和 6 年度
実績 81.6 22.3 23.0 35.7 0.7

令和 7 年度
実績 71.1 19.5 20.1 30.9 0.7

令和 8 年度
予測 74.6 20.2 20.8 33.0 0.6

令和 8 年度予測

A 社 80.0 21.5 23.0 35.0 0.5

B 社 73.0 18.5 19.4 34.5 0.6

C 社 74.5 20.0 20.0 34.0 0.5

D 社 75.5 20.5 21.3 33.0 0.7

E 社 75.0 21.1 20.8 32.3 0.7

F 社 77.5 20.5 21.5 35.0 0.5

G 社 74.4 20.4 20.9 33.5 0.7

H 社 74.5 20.5 21.0 32.5 0.5

L 社 70.0 19.0 20.0 30.0 0.7

M 社 75.0 21.2 20.9 32.3 0.6

N 社 78.0 20.7 22.3 34.4 0.6

Q 社 65.0 16.0 17.0 25.0 0.7

R 社 78.0 21.0 21.5 35.0 0.5

S 社 70.0 19.0 20.1 30.0 0.7

平均 74.6 20.2 20.8 33.0 0.6

【単位：万戸】回答数 14 社

※平均値は各セグメントの最大値、最小値各 1 つずつを外して算出。

令和 8 年 4～6 月（対前年同期比）

実 績

令和 8 年 7～9 月（対前年同期比）

見通し
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戸建

注文

住宅

受注戸数 3 5 3 0 2 1 8 4 0 0

受注金額 0 2 4 2 4 0 3 6 3 0

戸建

分譲

住宅

受注戸数 2 1 3 0 3 1 1 6 0 1

受注金額 0 3 2 3 1 1 0 6 1 1

低層

賃貸

住宅

受注戸数 5 0 2 1 4 1 2 4 4 1

受注金額 4 0 1 1 6 0 1 5 4 2

リフォ

ーム
受注金額 0 0 1 5 5 0 0 4 6 1

全体

受注戸数 1 4 2 2 1 0 4 6 0 0

受注金額 0 2 2 2 4 0 1 6 3 0

※数値は回答企業数。白抜きは回答企業数が最多の項目。

〈総数〉令和 8 年度第 2 四半期の受注見通しは、受注戸数▲ 20 ポイント、受注金額＋ 10 ポイントと
なり、 戸数は前期のプラスから再びマイナスに転じ、金額は 13 期連続でプラスとなった。

〈リフォーム〉令和 8 年度第 2 四半期の受注見通しは、受注金額＋ 36 ポイントとなり、22 期連続の
プラスとなった。

回答社（敬称略、五十音順）
旭化成ホームズ、一条工務店、サンヨーホームズ、
スウェーデンハウス、住友林業、積水化学工業、積水ハウス、
大東建託、大和ハウス工業、トヨタホーム、
パナソニック ホームズ、ミサワホーム、三井ホーム、安成工務店

集計結果
景況感（前年度同期比）の単純集計を基に
景況感判断指数を算出

令和 8 年度の
新設住宅着工総戸数の予測アンケート結果

単純集計
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概 要
　2026 年 6 月の新設住宅着工戸数は 66,344 戸（前年同月比 18.6％増）で 3 ヵ月

連続の増加となった。その内、木造住宅は 39,407 戸（同月比 16.6％増）で 3 ヵ月

連続の増加となった。季節調整済年率換算値は 78.6 万戸で前月比 3.9％増、2 ヵ月

連続の増加となる。

　利用関係別では、持家が 18,553 戸（前年同月比 15.7％増）で 3 ヵ月連続の増加、

貸家は 30,253 戸（同比 24.6％増）で 3 ヵ月連続の増加、分譲住宅は 17,211 戸（同

比 14.2％増）で 3 ヵ月連続の増加となった。分譲の内訳は、マンションが 6,048 戸（同

比 1.7％増）2 ヵ月連続の増加、戸建ては 10,861 戸（同比 21.7％増）で 3 ヵ月連

続の増加となった。

　持家、貸家、分譲住宅が増加したため、全体で前年同月比 18.6％の増加となった。

国内・外合板の供給量
　6 月の国内合板生産量 23.2 万㎥（前月比 113.6％、前年同月比 107.4％）と発表

された。その内、針葉樹合板の生産量は 22.9 万㎥（同比 113.4％、106.8％）となり、

出荷量は 23.9 万㎥（同比 112.4％、118.8％）で在庫量は 15.5 万㎥となった。

　輸入合板の 6 月度入荷量は 21.0 万㎥（前月比 119.3％、前年同月比 123.7％）と

なった。国別入荷量は、マレーシアが 4.7㎥、インドネシアが 7.0 万㎥、中国が 5.1

万㎥、ベトナムが 3.8 万㎥となっている。

今後の見通し
　国内針葉樹合板は、8 月に入ってもルート系では仮需の反動減が続いており、当

面は落ち着いた市況で推移する見通しだ。一方で、直需系やハウスメーカー、分

譲ビルダー系では引き続き堅調な需要が見られ、先々の受注も好調との声が聞か

れるなど、需要動向には温度差が生じている。このような状況は当面続くとみられ、

流通ルートが適正な需給バランスを取り戻すには、一定の時間を要するものと思

われる。価格面では、メーカーが打ち出す希望価格には一部届かず、値上げ幅も

限定的なものにとどまった。しかし、中東情勢の先行きは依然として不透明であり、

原材料や物流コストが大きく低下することは想定しにくい環境が続いている。今

後、メーカー希望価格がどこまで市場に浸透・定着するかは、需給バランスやメー

カー在庫の状況に左右されるものとみられ、引き続き市場動向を注視していきた

い。

　輸入合板は、国内針葉樹合板同様に引き合いが低調で、港湾倉庫からの荷動き

も鈍化している。首都圏では倉庫の満床に伴う入港制限も見られ、需給調整が続

く中、全体として静かな荷動きが続いている。一方、産地価格は依然として高止

まりしており、製造コストも高水準が続くことから、対日価格が下がる兆しは乏

しい。現在の国内市況は一服感があるものの今後の入港量を考慮すると、荷動き

が活性化し状況は更に変化すると思われるため状況を常に把握することが必要と

考える。

日本合板商業組合東京支部
東京都ベニヤ板問屋協同組合

新風会　猪爪  清和

合板市況と今後の見通し

8 月 7 日（金）

北海道支部
懇親ゴルフ会・ビール会
参加 26 名

　【成績 TOP５】（敬称略）

　優　勝　藤代 尚文
　準優勝　西條 文雪
　３　位　首藤 要介
　４　位　木村 俊雄
　５　位　斉藤 貴憲

晴天に恵まれた懇親ゴルフ会

札幌エルムカントリークラブに
て懇親ゴルフ会の後、おたる別
邸に会場を移して懇親ビール会
を開催し、親睦を深めました。

桑澤嘉英支部長による
懇親ビール会挨拶・乾杯の発声

蚊野裕一副支部長による
中締挨拶
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【グリーン購入法】に基づき事業者認定・期限更新した 5 社
2026 年 8 月末現在

東北	 -0096- ③	 ㈱泉商店	 執行役員 本店 営業部長	 藤倉 英俊

中部日本	 -0066- ②	 ㈱ TM トレーディング	 代表取締役	 岸川 浩一郎

九州	 -0039- ⑤	 ㈱トラスト宮崎	 代表取締役	 仁科 良太

九州	 -0041- ⑤	 ㈱アサヒ建材	 代表取締役	 浦前 泰紀

九州	 -0114- ④	 ㈱ブルケン・ウエスト	 代表取締役	 坂元 浩

日合商WEBセミナーご案内
※詳細については、各支部事務局よりご案内いたします。

また日合商ホームページにも掲載いたします。

2026 年度第 2 回定期セミナー
9 月 17 日（木）

YouTube 配信 14：00 ～ 15：30
講師

　清水英雄事務所株式会社　代表取締役社長   清水大悟 氏 
テーマ

『人が足りない時代に、仕事を減らさず回すために」
～工務店の人材不足と、流通店が担える実務支援～』

※東京都ベニヤ板問屋協同組合、日本合板商業組合「市況通信」より
（注）1 車単位（10 トン）問屋売り価格（JAS 製品）（円）

2.3㎜ T2

4.0㎜  〃

5.5㎜  〃

9.0㎜  〃

12.0㎜  〃

ラワン JAS
F ☆☆☆☆

針葉樹
構造用

輸入・型枠用
輸入・構造用

F ☆☆☆☆  12㎜ C-D

F ☆☆☆☆ 24㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 28㎜ 実付

F ☆☆☆☆ 9㎜  3×10

12㎜ JAS 製品

F☆☆☆☆12㎜ JAS 製品

品　　目

東京の合板卸売り価格

970
1,260
1,450
2,080
2,660
1,750
3,800
4,550
2,750
2,080
2,170

8 月 19 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

970
1,260
1,450
2,080
2,660
1,750
3,800
4,550
2,750
2,080
2,170

8 月 26 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

970
1,260
1,450
2,080
2,660
1,750
3,800
4,550
2,750
2,080
2,170

9 月 2 日

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

前週比

更にパワーアップ！

工事にかかわる財物の損壊・盗難リスクに備える保険で、

工事現場または輸送中に工事の対象物や工事用の動産に生

じた損害を補償します。オプションで特約を追加すること

で、工事物件引渡し後のリスクを補償することも可能です。

お問合せ
日新火災海上保険㈱  
マーケット開発部
戦略マーケットグループ
萩原優香まで
TEL：03-6705-2436　FAX：03-5619-0066

2024 年度よりスタートした福利厚生制度
「損害保険 / 集団扱制度」に新たに「工事の

保険〈工事の保険特約付帯建設工事保険〉」
が加わりました！

福利厚生制度

「損害保険 / 集団扱制度」
ご紹介！

福利厚生のサービス向上を図る

ＪＡＳ標語

建築に品質たしかな ＪＡＳマーク

木の佳さを生かす良い品 ＪＡＳ製品

家づくり品質たしかな ＪＡＳ製品



  2026 年 9 月 日 合 商 時 報 5

2026.09.03　官公庁からのお知らせ
【御送付】（中小企業庁）約束手形の利用廃止を踏まえたサプライチェーン全体での

支払の適正化について
令和 8 年 1 月 1 日より施行された取適法に加え、令和 9 年 4 月 1 日からは、独占

禁止法上の「製造委託等に係る代金の支払に関する特定の不公正な取引方法」（以

下「支払告示」）が施行され、加えて令和 9 年 3 月 31 日には、電子交換所におけ

る手形・小切手の利用交換が廃止されることを踏まえ、多くの金融機関が令和 8

年 9 月 30 日を手形・小切手の最終振出期限に設定。これらに鑑み、中小企業庁及

び公正取引委員会より、サプライチェーン全体での支払適正化のため、各事業者に

おいて、委託事業者・受託事業者間で協議し、 電子的決済サービスへの移行等の対

応を進める要請がありました。

「支払い告示」とは、取適法の対象とならない取引であっても、製造委託等を行っ

た事業者が当該製造委託等を受けた事業者に対して、製造委託等代金を給付の受領

から起算して 60 日の期間経過後なお支払わないことを禁止するものであり、サプ

ライチェーン全体での支払の適正化をより一層推進するものです。

資料「約束手形の利用廃止を踏まえたサプライチェーン全体での支払の適正化につ

いて」

2026.08.31　官公庁からのお知らせ
【林野庁】【周知のご依頼】令和 8 年熊本地震に係る支援策について

令和 8 年熊本地震により被災された事業者の皆様への支援策について、林野庁ホー

ムページにて公表した旨を会員企業の皆様へ周知お願いします。

令和 8 年熊本地震による被害に対する支援措置について

【農林漁業信用基金による債務保証（災害からの復旧支援）】

◦�木材産業事業者等の皆様が民間融資機関から資金を借り入れる際、農林漁業信用

基金による債務保証の活用。

◦�令和 8 年熊本地震により被害を受けた方が災害復旧及び資金繰り安定のために

必要な運転資金・設備資金の融資を受ける場合、債務保証の保証料を最大で 5

年間免除。

ご質問等は、林野庁　企画課  Tel：03-3502-8037

2026.08.31　官公庁からのお知らせ
【周知依頼】（中小企業庁）2026 年 9 月「価格交渉促進月間」について

政府は、毎年 9 月と 3 月を「価格交渉促進月間」と位置づけ、中小企業の価格転嫁・

取引適正化に向けた取組を進め、「価格交渉促進月間」の終了後には、受注側中小

企業を対象に、価格交渉・価格転嫁等の状況についてのアンケート調査等を実施し、

【価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果】を公表。併せて配布のポス

ターもご活用ください。

9 月 1 日、中小企業庁 HP にて赤澤経済産業大臣からのビデオメッセージ公表。

2026.08.18　官公庁からのお知らせ
【お知らせ】「モクレポ～林産物に関するマンスリーレポート～」

8 月号では、2026 年上半期の木材輸出入実績や、森業キックオフ・フォーラムな

どについて特集しています。

2026.08.17　官公庁からのお知らせ
【御送付】令和 8 年熊本地震の影響を受けている中小受託事業者との取引に関する

配慮について
令和 8 年熊本地震の発生に伴う経営基盤の弱い中小企業・小規模事業者に対する

取引上の影響を最小限とするため、農林水産大臣、経済産業大臣及び公正取引委員

会委員長からの要請文【令和 8 年熊本地震の影響を受けている中小受託事業者と

の取引に関する配慮について】の周知お願い。

2026.08.05　官公庁からのお知らせ
【林野庁】【お知らせ】米国関税資料のお知らせについて

米国時間 7 月 23 日に米国通商代表部（USTR）が通商法 301 条調査の結果に基づ

く追加関税について、我が国を含む 60 ヶ国に課す旨を発表したことを受けて、米

国関税の資料を更新。分野別関税 10％の課されている木材（主に針葉樹の丸太、

製材、枕木）については、今回の措置の対象外で引き続き通商拡大法 232 条に基

づく分野別関税が課されます。

7/24 以降の米国の木材関税：主に針葉樹の丸太、製材、枕木　10％（変わらず）、

それ以外の木材　12.5％、一部熱帯産木材については追加関税なし。

（ご参考）

◦�ジェトロ資料（トランプ政権の関税政策）

◦�ジェトロビジネス短信「米 USTR、強制労働産品の輸入禁止措置を巡り、日本含

む 60 カ国・地域に 301 条関税賦課を最終決定」

ご不明点等は、木材貿易対策室  Tel：03-3502-8063

トピックスより抜粋
https://www.nichigosho.net/topics/

日合商ホームページ

東京ボード工業㈱は、この度、従来のEPD 
Internationalに加え日本版EPDであるSuMPO 
EPDを取得しました。
EPDとは、Environmental Product Declarations（環境
製品宣言）の略で、製品の一生涯（ゆりかごから墓場ま
で）の環境影響を調査（ライフサイクルアセスメント：LCA）し、
その結果を明らかにしたタイプⅢ環境ラベルです。

〒136-0082
東京都江東区新木場 2丁目 11 番 1号
TEL:03-3522-4138　FAX:03-3522-4137


